
○神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則

平成１７年１０月１８日

規則第９７号

（趣旨）

第１条 この規則は，神栖市医療福祉費支給に関する条例（平成１７年神栖市条例第１

１６号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（社会保険各法）

第２条 条例第３条の規則で定める社会保険各法は，次のとおりとする。

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）

(2) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）

(3) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）

(4) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

(5) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

（医療福祉受給者証の交付申請）

第３条 条例第４条第１項の規定による医療福祉費の支給を受けようとする者は，あら

かじめ医療福祉費受給者証交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならな

い。

２ 前項の場合において，医療福祉費受給者証交付申請書を提出する者が転入者である

ときは，当該申請書に第４条に規定する所得を証明するに足る書類を添付しなければ

ならない。

３ 第１項の申請書を提出するに当たっては，次に定める書類を提示し，又は提出しな

ければならない。

(1) 国民健康保険の被保険者，後期高齢者医療制度の被保険者又は社会保険各法の

被保険者，組合員若しくは被扶養者にあっては，その旨を証する書類

(2) 条例第２条第１号に該当する者にあっては，その妊娠を証する書類

(3) 条例第２条第３号及び同条第４号に該当する者にあっては，市長が定める書類

(4) 条例第２条第３号ア（イ）に該当する者にあっては，同号に定める障害の程度

を証する書類

(5) 条例第２条第３号ア（ウ）に該当する者にあっては，在学を証する書類

(6) 条例第２条第５号又は同条第７号に該当する者にあっては，障害の程度を証す

る書類

（受給者証の交付）

第４条 市長は，前条に規定する申請書に基づいて条例第３条に規定する対象者（以下

「対象者」という。）であることを確認したときは，申請者に医療福祉費受給者証



（様式第２号又は様式第２号の２）を交付するものとする。この場合において，対象

者が児童のときは，医療福祉費受給者証表面に入院のみ有効である旨を表示するもの

とする。

２ 前項の規定にかかわらず，申請者が，対象者のうち次の各号のいずれかに該当する

ときは，当該各号に掲げる医療福祉費受給者証を交付するものとする。

(1) 妊産婦（母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１５条に規定する妊娠の

届出のあった日において，その者若しくはその者の配偶者（婚姻の届出をしていな

いが，事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）の前年の所得

（妊娠の届出日の属する月が１月から６月までの者は，前々年の所得とする。以下

この号において同じ。）が所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対

象配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」という。）の有無及び数に応じて，児

童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１号）第１条に定める額に同条に規定する

児童１人につき加算する額を加算した額（以下「基準額」という。）以上であると

き又はその者若しくはその者の配偶者の民法（明治２９年法律第８９号）第８７７

条第１項に定める扶養義務者（以下「扶養義務者」という。）で主としてその者の

生計を維持する者の前年の所得が１，０００万円以上であるときに限る。） 様式

第２号の４

(2) 妊娠の届出があった者のうち，妊娠の継続若しくは安全な出産のために治療が

必要となる疾病以外と診断され，又は負傷した者 様式第２号の４

(3) 小児（出生の日及び１歳の誕生日から１２歳の誕生日までの間の誕生日におい

て，その父若しくは母の前年の所得（出生の日及び当該誕生日の属する月が１月か

ら６月までの者は，前々年の所得とする。以下この号において同じ。）が基準額以

上であるとき又は小児の父母を除く扶養義務者で主として小児の生計を維持する者

の前年の所得が１，０００万円以上であるときに限る。） 様式第２号の３

(4) 母子家庭の母子及び父子家庭の父子（申請をした日（以下「届出日」とい

う。）又は７月１日現在において，そのいずれかの者の前年の所得（届出日の属す

る月が１月から６月までの者にあっては，前々年の所得とする。以下同じ。）が扶

養親族等の有無及び数に応じて，７月１日（前々年の所得にあっては，前年の７月

１日）現在における国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号）附則第２８条第１０項の規定によりその例によるものとされる同法第１条の規

定による改正前の国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第６６条第３項に基づ

き，国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和

６１年政令第５４号。以下「経過措置政令」という。）第４６条第４項に定める額

以上であるとき，又はその扶養義務者で主として当該母子家庭の母子及び父子家庭



の父子の生計を維持する者の前年の所得が１，０００万円以上であるときに限

る。） 様式第２号の４

(5) 重度心身障害者等（届出日又は７月１日現在において，その者の前年の所得が

所得税法に規定する扶養親族等の有無及び数に応じて，特別児童扶養手当等の支給

に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号）第２条第１項に定める額に５３

３，０００円を加えた額以上であるとき又はその者の配偶者若しくはその扶養義務

者で主としてその者の生計を維持する者の前年の所得が所得税法に規定する扶養親

族等の有無及び数に応じて，特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第２条

第２項に定める額以上であるときに限る。） 様式第２号の４

(6) 老人 様式第２号の４

(7) 戦傷病者 様式第２号の４

(8) 児童（１３歳の誕生日から１５歳の誕生日までの間の誕生日において，その父

若しくは母の前年の所得（出生の日及び当該誕生日の属する月が１月から６月まで

の者は，前々年の所得とする。以下この号及び次号において同じ。）が基準額未満

であるとき，又は児童の父母を除く扶養義務者で主として児童の生計を維持する者

の前年の所得が１，０００万円未満であるときに限る。） 様式第２号の３（表面

に外来のみ有効である旨を表示するものとする。）

(9) 児童（１３歳の誕生日から１５歳の誕生日までの間の誕生日において，その父

若しくは母の前年の所得が基準額以上であるとき，又は児童の父母を除く扶養義務

者で主として児童の生計を維持する者の前年の所得が１，０００万円以上であると

きに限る。） 様式第２号の３

(10) 高校生相当 様式第２号の５

３ 前項各号に規定する所得の額は，地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１３

条第１項に規定する総所得金額，退職所得金額及び山林所得金額，同法附則第３３条

の３第５項において準用する同条第１項に規定する土地等に係る事業所得等の金額，

同法附則第３４条第４項において準用する同条第１項に規定する課税長期譲渡所得の

金額，同法附則第３５条第５項において準用する同条第１項に規定する課税短期譲渡

所得の金額並びに同法附則第３５条の４第４項において準用する同条第１項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項において準用す

る同条第１項の規定の適用がある場合は，その適用後の金額）の合計額とする。ただ

し，前項第１号及び第２号に規定する基準額の算出に当たっての所得の範囲及び計算

方法は，児童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１号）第２条及び第３条の規定の

例によるものとし，前項第３号に規定する経過措置政令第４６条第４項に定める額の

算出に当たっての所得の範囲及び計算方法は，国民年金法施行令（昭和３４年政令第



１８４号）第６条及び第６条の２の規定並びに経過措置政令第４６条第７項の規定の

例によるものとし，前項第４号に規定する特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行令第２条第１項に定める額及び特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第２

条第２項に定める額の算出に当たっての所得の範囲及び計算方法は，特別児童扶養手

当等の支給に関する法律施行令第５条の規定の例による。

４ 第２項の各号に規定する前年の所得の生じた翌年の１月１日以後において，対象者

又は配偶者若しくは対象者の扶養義務者の財産について地方税法第３１４条の２第１

項第１号に規定する災害等による損失があったとき又は対象者若しくは配偶者若しく

は対象者の扶養義務者に係る同項第２号に規定する医療費の支払が多額となったとき

は，老人保健法の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（昭和５８年政令第６

号）第８条の規定による改正前の老人福祉法施行令（昭和３８年政令第２４７号）第

４条第３項及び第４項の例により計算した額を前年の所得から控除して計算するもの

とする。

第４条の２ 条例第４条第６項の規則で定める者は，条例第３条第６号及び第４条第２

項第１号に該当する者とする。

（受給者証の再交付申請）

第５条 受給者証（第４条第１項及び第２項に規定する医療福祉費受給者証をいう。以

下同じ。）の交付を受けている者（以下「受給者」という。）又は条例第４条第５項

に規定する保護者等（以下「保護者等」という。）は，受給者証を破り，よごし，又

は失ったときは，医療福祉費受給者証再交付申請書（様式第３号又は様式第３号の

２）を提出して，その再交付を申請することができる。

２ 受給者証を破り，又はよごしたときは，前項の申請書にその受給者証を添えなけれ

ばならない。

３ 受給者又は保護者等は，受給者証の再交付を受けた後，失った受給者証を発見した

ときは，直ちにこれを市長に返還しなければならない。

（医療福祉費の支給申請）

第６条 条例第４条第５項の規定による申請は，医療福祉費支給申請書（様式第４号又

は様式第４号の２）を市長に提出して行うものとする。

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添えなければならない。

(1) 条例第４条第６項に規定する保険医療機関等（以下「保険医療機関等」とい

う。）の発行する領収書又は国民健康保険若しくは医療保険の保険者が発行する療

養費若しくは付加給付金の支給証明書

(2) その他市長が必要と認める書類

３ 第１項の申請書を提出するに当たっては，受給者証を提示しなければならない。



（出産者への支給）

第７条 市長は，条例第５条に規定する出産費の一部助成については，医療福祉費支給

申請書（様式第４号の３）に基づき，支給する。

（支給の決定）

第８条 市長は，第６条の申請を受理したときは，その内容を審査の上，当該申請に係

る支給額を決定し，医療福祉費支給決定通知書（様式第５号又は様式第５号の２）に

より，申請者に通知するものとする。

（受療の手続）

第９条 対象者（妊産婦（第４条第２項第１号に該当する者に限る。）及び老人に該当

する者を除く。）は，条例第４条第６項の規定による医療又は指定訪問看護を受けよ

うとするときは，保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に被保険者証又は組合員証

及び受給者証を提示しなければならない。

２ 妊産婦（第４条第２項第１号に該当する者に限る。）の対象者は，条例第４条第８

項の規定による医療又は指定訪問看護を受けようとするときは，保険医療機関等又は

指定訪問看護事業者に被保険者証又は組合員証及び受給者証並びに医療福祉費申請書

（様式第９号）を提出し，支払うべき費用を支払わなければならない。

３ 老人の対象者は，条例第４条第８項の規定による医療又は指定訪問看護を受けよう

とするときは，保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に被保険者証又は組合員証並

びに医療福祉費受給者証及び医療福祉費償還払支給申請書（様式第９号の２）を提出

し，支払うべき費用を支払わなければならない。

４ 第１項の規定にかかわらず，戦傷病者の対象者若しくは第４条第２項第３号及び第

４号に該当する対象者は，医療又は指定訪問看護を受けようとするときは，保険医療

機関等又は指定訪問看護事業者に被保険者証又は組合員証を提出し，支払うべき費用

を支払わなければならない。

（届出事項等）

第１０条 条例第６条の規則で定める届出事項は，受給者又は保護者等に関し，次に定

める事項に変更があった場合とし，同条による届出は医療福祉費受給資格等変更届

（様式第７号又は様式第７号の２）に受給者証を添えて行うものとする。

(1) 氏名

(2) 住所

(3) 第４条に規定する扶養義務者

(4) 第４条に規定する所得の額

(5) 条例第２条第１号に定める者の支払口座等

(6) 条例第２条第３号ア（イ）に定める者の障害の程度



(7) 条例第２条第３号ア（ウ）に定める者の在学の状況

(8) 条例第２条第５号又は同条第７号に定める者の障害の程度

(9) 対象者が加入している国民健康保険又は医療保険（以下「加入保険」とい

う。）の世帯主又は被保険者若しくは組合員

(10) 対象者の加入保険の被保険者及びその所在地又は名称

（第三者の行為による被害の届出）

第１１条 医療福祉費の支給事由が第三者の行為によって生じたものであるときは，受

給者又は保護者等は，第三者の行為による被害届（様式第８号又は様式第８号の２）

を速やかに市長に提出しなければならない。

（添付書類の省略）

第１２条 市長は，この規則に定める申請書又は届出に添えて提出する書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することができるときは，当該書類を省略させるこ

とができる。

（受給者証の返還）

第１３条 受給者が，条例第３条に規定する対象者の要件を欠くに至ったときは，速や

かに受給者証を市長に返還しなければならない。

付 則

（施行期日）

１ この規則は，平成１７年１１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定にかか

わらず，この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定

による様式については，所要の補正をしたうえ，なお使用することができる。

付 則（平成１８年規則第４５号）

この規則は，平成１８年７月１日から施行する。

付 則（平成１９年規則第５６号）

この規則は，平成２０年１月１日から施行する。

付 則（平成２０年規則第１２号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２０年４月１日から施行する。ただし，第４条第２項第４号及び

同条第３項の改正規定は，平成２０年７月１日から施行する。

（経過措置）



２ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定にかか

わらず，この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定

による様式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。

付 則（平成２１年規則第４４号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２１年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に，この規則による改正前の診療に係る医療福祉費の支給に

ついては，なお従前の例による。

３ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則にかかわらず，

この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定による様

式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。

付 則（平成２２年規則第２２号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２２年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に，この規則による改正前の診療に係る医療福祉費の支給に

ついては，なお従前の例による。

付 則（平成２３年規則第７号）

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。

付 則（平成２６年規則第４４号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２６年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に，この規則による改正前の診療に係る医療福祉費の支給に

ついては，なお従前の例による。

３ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則にかかわらず，

この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定による様

式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。

付 則（平成２７年規則第５１号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２７年７月２１日から施行する。

（経過措置）



２ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則にかかわらず，

この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定による様

式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。

付 則（平成２７年規則第５７号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２７年１１月１６日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則にかかわらず，

この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定による様

式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。

付 則（平成２７年規則第６９号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２８年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に提出され又は交付されているこの規則による改正前のそれ

ぞれの規則に定める様式による申請書等は，この規則による改正後のそれぞれの規則

に定める相当様式による申請書等とみなす。

３ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前のそれぞれの規則に定める様

式による申請書等の用紙は，当分の間，所要の補正をしたうえ，なお使用することが

できる。

付 則（平成２８年規則第２号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則にかかわらず，

この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定による様

式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。

付 則（平成２８年規則第１９号）

（施行期日）

１ この規則は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行の日（平成２８年

４月１日）から施行する。

（経過措置）



２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続であって

この規則の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの規則の施行前にされた

申請に係る行政庁の不作為に係るものについては，なお従前の例による。

３ この規則の施行の際，第１条の規定による改正前の神栖市情報公開及び個人情報保

護に関する条例施行規則，第２条の規定による改正前の神栖市コミュニティセンター

の設置及び管理に関する条例施行規則，第５条の規定による改正前の神栖市財務規則，

第６条の規定による改正前の神栖市税条例施行規則，第７条の規定による改正前の神

栖市新築住宅に対する固定資産税の減免に関する規則，第８条の規定による改正前の

神栖市税条例の特例に関する条例施行規則，第９条の規定による改正前の神栖市国民

健康保険税条例施行規則，第１０条の規定による改正前の神栖市保健・福祉施設の設

置及び管理に関する条例施行規則，第１１条の規定による改正前の神栖市福祉作業所

の設置及び管理に関する条例施行規則，第１２条の規定による改正前の神栖市医療福

祉費支給に関する条例施行規則，第１３条の規定による改正前の神栖市後期高齢者医

療に関する条例施行規則，第１４条の規定による改正前の神栖市後期高齢者医療保険

料徴収方法変更取扱規則，第１５条の規定による改正前の神栖市難病患者福祉手当支

給条例施行規則，第１６条の規定による改正前の神栖市生活保護法施行細則，第１７

条の規定による改正前の神栖市支援給付及び配偶者支援金事務取扱細則，第１８条の

規定による改正前の神栖市児童福祉法施行細則，第１９条の規定による改正前の神栖

市保育所の設置及び管理に関する条例施行規則，第２０条の規定による改正前の神栖

市家庭的保育事業等の認可等に関する規則，第２１条の規定による改正前の神栖市放

課後児童クラブの設置及び管理に関する条例施行規則，第２２条の規定による改正前

の神栖市子ども手当事務処理規則，第２３条の規定による改正前の平成２３年度神栖

市子ども手当事務処理規則，第２４条の規定による改正前の神栖市障害児福祉手当及

び特別障害者手当等事務取扱細則，第２５条の規定による改正前の神栖市助産の実施

及び母子保護の実施に関する規則，第２６条の規定による改正前の神栖市助産施設及

び母子生活支援施設入所費用徴収規則，第２７条の規定による改正前の神栖市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例施行規則，第２８

条の規定による改正前の神栖市特定保育所における利用者負担額に関する規則，第２

９条の規定による改正前の神栖市子ども・子育て支援法施行細則，第３０条の規定に

よる改正前の神栖市保育の利用に関する規則，第３１条の規定による改正前の神栖市

老人福祉法施行細則，第３２条の規定による改正前の神栖市高齢者ふれあいセンター

の設置及び管理に関する条例施行規則，第３３条の規定による改正前の神栖市障害者

介護給付費等認定審査会規則，第３４条の規定による改正前の神栖市障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則，第３５条の規定による改正



前の神栖市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定特定相談支援事業者の指定等及び児童福祉法に基づく指定障害児相談支援事業者の

指定等に関する規則，第３６条の規定による改正前の神栖市身体障害者福祉法施行細

則，第３７条の規定による改正前の神栖市心身障害者（児）福祉手当支給条例施行規

則，第３８条の規定による改正前の神栖市身体障害者手帳の交付等に関する規則，第

３９条の規定による改正前の神栖市障害者デイサービスセンターの設置及び運営等に

関する条例施行規則，第４０条の規定による改正前の神栖市補装具費の支給に関する

規則，第４１条の規定による改正前の神栖市障害福祉サービス及び障害児通所支援に

係る基準該当事業者の登録等に関する規則，第４２条の規定による改正前の神栖市矢

田部ふれあい館の設置及び管理に関する条例施行規則，第４３条の規定による改正前

の神栖市知的障害者福祉法施行細則，第４４条の規定による改正前の神栖市国民健康

保険規則，第４５条の規定による改正前の東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地

震に伴う国民健康保険の一部負担金の免除の特例に関する規則，第４６条の規定によ

る改正前の神栖市国民健康保険診療報酬明細書等の開示に関する規則，第４７条の規

定による改正前の神栖市介護保険条例施行規則，第４８条の規定による改正前の神栖

市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例施行規則，第４９条の規定による改正前の

神栖市小規模水道等に関する条例施行規則，第５０条の規定による改正前の神栖市専

用水道の届出等に関する規則，第５１条の規定による改正前の神栖市斎場等の設置及

び管理に関する条例施行規則，第５２条の規定による改正前の神栖市きれいなまちづ

くり推進条例施行規則，第５３条の規定による改正前の神栖市空き地等の管理の適正

化に関する条例施行規則，第５４条の規定による改正前の神栖市土砂等による土地の

埋立て，盛土及びたい積の規制に関する条例施行規則，第５５条の規定による改正前

の神栖市農産物直売所の設置及び管理に関する条例施行規則，第５６条の規定による

改正前の神栖市オートキャンプ場の設置及び管理に関する条例施行規則，第５７条の

規定による改正前の神栖市矢田部サッカー場の設置及び管理に関する条例施行規則，

第５８条の規定による改正前の神栖市温浴施設の設置及び管理に関する条例施行規則，

第５９条の規定による改正前の神栖市道路占用料徴収条例施行規則，第６０条の規定

による改正前の神栖市法定外公共物管理条例施行規則，第６１条の規定による改正前

の神栖市優良宅地認定規則，第６２条の規定による改正前の神栖市土地譲渡益重課制

度に係る優良住宅新築認定事務施行細則，第６３条の規定による改正前の神栖市超短

期重課制度に係る良質住宅認定事務施行細則，第６４条の規定による改正前の神栖市

都市計画法施行細則，第６５条の規定による改正前の神栖市地区計画及びまちづくり

推進に関する条例施行規則，第６６条の規定による改正前の神栖市下水道条例施行規

則及び第６７条の規定による改正前の鹿島臨海都市計画神栖市公共下水道事業受益者



負担金に関する条例施行規則に規定する様式による用紙で，現に残存するものは，当

分の間，所要の修正を加え，なお使用することができる。

付 則（平成２８年規則第３１号）

（施行期日）

１ この規則は，平成２８年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に，この規則による改正前の診療に係る医療福祉費の支給に

ついては，なお従前の例による。

３ この規則による改正後の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則にかかわらず，

この規則による改正前の神栖市医療福祉費支給に関する条例施行規則の規定による様

式については，所要の補正をした上，なお使用することができる。


